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子会社株式の一部譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成 16 年 3 月 31 日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるウェッブキャッシ

ング・ドットコム株式会社の株式の一部を下記のとおり譲渡することを決議いたしましたので、お知

らせいたします。 

 

記 

 

１．株式譲渡の理由 

ウェッブキャッシング・ドットコム株式会社は、一般消費者をターゲットに金融商品を提供し

ております。 

一方、株式会社ニッシンは、中小企業及び個人事業主をターゲットにしたビジネス展開を主軸

に置き「金融版ＯＥＭ」という戦略を推進しています。「金融版ＯＥＭ」とは株式会社ニッシン

が持つ中小企業及び個人事業主に対する与信ノウハウとブランド力のある異業種との提携によ

り、前向きな資金ニーズを持ったお客様との接点を持ちマーケットの拡大や新たな金融サービス

を提供する戦略です。 

ライブドアグループは、金融ビジネスがインターネットビジネスと融合していくものと考えて

おります。BtoB マーケットの金融商品を持ち、今後更なる金融商品の開発を行う株式会社ニッ

シンの資本参加により、ウェッブキャッシング・ドットコムのサイト内でニッシンの提携先との

金融商品やＢtoＢ向けの金融サービス商品及びニッシングループでのリース等々の商品を展開

することにより、インターネットでの一般消費者ユーザーのみならずあらゆるユーザーの金融ニ

ーズに応えていけると考えております。このように幅広い金融商品を提供できるようになること

は当社グループの戦略に合致したものであり、株式譲渡を決定するに至りました。 

今後、ウェッブキャッシング・ドットコム株式会社は、一般消費者ユーザーに対する商品に関

しては、今後も各金融会社様との提携を推進し、「多目的ローン」「オートローン」「住宅ローン」

等の商品も順次充実させていき「お金にまつわる全ての事をワンストップで提供する」を目標に

使い勝手のいい金融のポータルサイトを目指します。 

 

 

 



 

２．株式の一部を譲渡する子会社の概要 

（１）商号   ウェッブキャッシング・ドットコム株式会社 

（２）本店所在地  東京都港区六本木6丁目10番 1号 六本木ヒルズ森タワー38階 

（３）代表者の氏名  宮内 淳智 

（４）設立年月日  平成 12 年 3 月 21 日 

（５）事業の内容  インターネットにおける広告宣伝業務等 

（６）決算期   3 月末日 

（７）従業員数  2 名 

（８）資本の額  3 億円 

（９）総資産   平成 15 年 3 月末    339 百万円 

（１０）業績   平成 15 年 3 月期 

売上高 490 百万円 
営業利益 97 百万円 
経常利益 97 百万円 
当期純利益 55 百万円 

 

３．株式の譲渡先 

（１）①商号   株式会社ニッシン 

  ②本店所在地  東京都新宿区西新宿 1 丁目6 番 1 号 新宿エルタワー25 階 

  ③代表者の氏名  嵜岡 邦彦 

  ④主な事業の内容 事業者向金融他 

   ⑤当社との関係    人的関係、資本的関係、取引関係はございません 

（２）①氏名   宮内 淳智 

     ②現職   ウェッブキャッシング・ドットコム株式会社 代表取締役社長 

 

４．譲渡の前後における当社の所有にかかる子会社株式の議決権の数及びその議決権の総数に対する

割合 

（譲渡前）  （譲渡後） 

（１） 当社所有議決権数  6,000 株   3,600 株 

（２） 議決権の総数   6,000 株   3,600 株 

（３） 議決権の総数に対する割合 100.0%   60.0% 

 

５．株式の譲渡の内容及びその年月日 

（１） 株式会社ニッシンへの譲渡 

① 内容   株式会社ニッシンへ 2,280 株を譲渡     

② 譲渡年月日  平成 16 年 3 月 31 日 

③ 譲渡金額  323,000,000 円 

  （２）宮内淳智への譲渡 

 ①内容   宮内淳智へ 120 株を譲渡 

 ②譲渡年月日  平成 16 年 3 月 31 日 

③譲渡金額  17,000,000 円 



 

 

６．今期の業績に与える影響 

  本件による平成 16 年 9 月期の当社業績への影響は軽微であります。 

 

以上 


